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３．２ 断層帯周辺の地殻活動の現状把握調査 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 断層帯周辺の地殻活動の現状把握調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火

山研究部門 

国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火

山研究部門 

国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火

山研究部門 

国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火

山研究部門 

国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火

山研究部門 

国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火

山研究部門 

国立研究開発法人産業技術総合研究所地質情報研

究部門 

主任研究員 

 

上級主任研究員 

 

研究員 

 

副研究部門長 

 

主任研究員 

 

研究グループ長 

 

主任研究員 

吉見 雅行 

 

内出 崇彦 

 

二宮 啓 

 

今西 和俊 

 

大上 隆史 

 

大坪 誠 

 

宮川 歩夢 

 

(c) 業務の目的 

 森本・富樫断層帯および周辺における震源メカニズム解析に基づく応力場情報を

取得する。深部断層形状に関して、サブテーマ１．１、１．２と連携するととも

に、微動調査等で情報を得る。これらを踏まえて、当該断層帯の断層活動様式（震

源断層のすべり方向）を推定する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1）令和４年度： 

森本・富樫断層帯周辺の応力場に関する既往研究情報を収集・整理した。そのう

えで、森本・富樫断層帯周辺の既往定常観測網を補完するよう配置した高感度臨時

地震観測網（11 観測点）を構築・維持し、連続観測データの蓄積を開始した。観測

データを用いた自動震源処理および雑微動解析を試行した。 

 2）令和５年度： 

高感度臨時地震観測網の維持・保守・データ回収を実施する。地震活動の状況に

応じて高感度地震観測の追加を検討する。当該地震観測網データと既往地震観測網

データを用いて震源メカニズムを決定する。雑微動解析等により、断層帯周辺の基

盤速度構造を検討する。既往の深部断層形状と広域応力場を考慮した断層のすべり

やすさ解析を試行する。 
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3）令和６年度： 

 高感度臨時地震観測網の維持・保守・データ回収を実施し、年度内に観測網を

撤収する。当該観測網データと既往地震観測データを用いて震源メカニズムを引

き続き決定し、当該断層帯周辺の応力場を推定する。雑微動解析等を継続して実

施し、断層帯周辺の３次元基盤速度構造を推定する。サブテーマ１で推定される

深部断層形状を考慮した断層の滑りやすさ解析およびすべり方向計算を実施し、

断層の活動様式を推定し、サブテーマ３．２に提供する。 

  

(2) 令和４年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

森本・富樫断層帯周辺の応力場の既往研究情報を収集した。そのうえで、森本・富樫断

層帯周辺に、11 点の観測点からなる臨時高感度地震観測網（MTKV-net）を 2022 年９月に

構築し、積雪期対応、地震データの蓄積を行った。11 月までに取得された約２ヶ月間のデ

ータを用いて、深層学習を活用した地震検出の試行、および、雑微動解析による表面波の

抽出試行を実施した。 

 

(b) 業務の成果 

1）微小地震観測による応力場推定 

a) 森本・富樫断層帯周辺における臨時高感度地震観測 

i) 臨時高感度地震観測網（MTKV-net）の構築 

 森本・富樫断層帯など活断層で将来発生する地震の発生様式を理解・評価するためには、

地下の断層形状に加え、断層帯周辺に作用する応力場の情報が必要である。日本列島の応

力場は、古くは活構造、地震の発震機構、原位置応力測定結果等を元に推定されてきた（松

田・他，1978；塚原・小林，1991）が、近年では発震機構データの充実をうけて応力場の

情報が精緻化されてきた（例えば、Terakawa and Matsu'ura, 2010；Yukutake et al., 

2015）。さらに、機械学習に基づく発震機構の大量解析により、日本列島のほぼ全領域の

応力場が推定され（Uchide et al., 2022）、0.2度メッシュの地殻応力場データが公開さ

れている（産総研地殻応力場データベース；中井，2007；内出・他，2022）。こうした状

況下ではあるが、地震活動が低調な場所については、応力場推定の元となるデータが少な

く、依然として応力場の情報の信頼度は高いとは言えない。定常観測点に臨時地震観測点

を追加して発震機構データを増やすことが重要である（例えば、Katsumata et al., 2015；

今西・他，2016）。 

 本事業の対象である森本・富樫断層帯周辺は、地震活動が低調である。本地域の既存の

高感度地震観測網（Hi-net、大学観測点、気象庁）の観測点間隔は20 km程度であるが、こ

れを10 km程度に高めるよう観測点を配置した。本事業における臨時高感度地震観測網

（MTKV-net）および既存の高感度地震観測点分布を図１に、MTKV-net観測点の諸元を表１

に示す。高感度地震観測点は観測ノイズ低減の観点から岩盤露頭サイトに構築するのが望

ましいが、本観測網では既往観測点の空白域にバランス良く観測点を配置することを優先

した。この観点で設定した地域のなかで、なるべく幹線道路から離れた公民館や公園等の
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公共施設を観測点に選定した。山間部集落の多くは谷筋にあり、必ずしも堅固な地盤を選

定できたわけではない。 

 観測点の構築にあたっては、令和元年度〜３年度に実施された奈良盆地東縁断層帯にお

ける重点的な調査観測の臨時地震観測に用いられた高感度地震計（近計システム社製速度

型センサー KVS-300、固有周波数２Hz）を用いた（文部科学省研究開発局・京都大学防災

研究所，2020，2021，2022）。これを低電力消費データロガー（白山工業製LS-8800：うち

６台を本事業にて新規購入）に接続してデータを収録し、SDカード内のデータを現地回収

するオフライン観測とした。電源には密閉型鉛蓄電池を用い、ソーラーパネルにて常時充

電するシステムとした（MTKV-09観測点はAC電源駆動）。なお、当該地域は積雪地域であり、

冬季はソーラーパネルでは充電できないことが予想された。そこで、積雪に備え、各観測

点に100 Ahのリン酸鉄リチウムイオン蓄電池を追加した。さらに、豪雪地帯に位置する６

観測点についてはソーラーパネル等の破損に備え、合掌型の屋根でソーラーパネルおよび

観測装置を覆った。 

 

 

図１ 本事業で構築した臨時高感度地震観測網（MTKV-net）の配置図。赤丸はMTKV-net観

測点、水色三角は既往高感度地震観測点（Hi-net、気象庁、大学観測点）。基図は国

土地理院の陰影起伏図、活断層線は産総研活断層DB（産業技術総合研究所）による。 
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 観測点の作成方法は次の通りである（図２）。まず、ソーラーパネルでバッテリーを充電

する必要性から、観測点には陽当たりの良い場所で、盛土でない場所を選定した。地震計の

設置にあたっては、地表面が舗装されている地点（MTKV01、MTKV05、MTKV09）では地震計の

支持ネジ先端部と舗装面を強力接着剤で固定した。地表面が土壌の場所では、地面から20cm

程度掘削して表土を取り除き、穴に防水用ビニール袋および石版を敷いた上で周囲に釘を打

ち、これらを速硬セメントで固定した後、石版に強力接着剤で地震計を固定した。地震計の

方位はスマートフォンおよび方位磁石を用いて真北に設定した。地震計をハンドホールで覆

い、雨水の浸入や虫などの侵入を避けるためコーキング材で隙間を塞いだ。データロガーお

よびバッテリーをコンテナボックスに収納し、これらをソーラーパネル付き架台の中段棚に

収め、架台の脚をペグ等で地面に固定した。観測装置の周囲に高さ１ｍ程度の防護ネットを

張り、観測点の視認性を高めるとともに、ネット地際まで留め金で固定し動物の侵入対策と

した。 

 

表１ 森本・富樫断層帯周辺における臨時高感度地震観測点一覧（MTKV-net） 

コード 観測点名称 緯度 経度 標高m 観測開始日 備考 

MTKV01 
宝達志水町スポ

ーツセンター 
N36.86001 E136.80441 25 2022/09/14 豪雪、舗装 

MTKV02 
高岡市沢川（さ

わごう）集会所 
N36.77334 E136.85677 332 2022/09/17 豪雪 

MTKV03 
高岡市埋蔵文化

財センター 
N36.76139 E136.92304 38 2022/09/14  

MTKV04 
かほく市七塚中

央公園 

N36.73634 

(N36.73451) 

E136.69844 

(E136.69668) 

35 

(24) 

2022/11/22 

(2022/09/12) 

移設・セン

サ交換 

MTKV05 
小矢部市南谷公

民館 
N36.67704 E136.84703 51 2022/09/13 舗装 

MTKV06 
金沢市旧朝日小

学校 
N36.62285 E136.75634 161 2022/09/13 豪雪 

MTKV07 金沢市戸水公園 N36.60846 E136.62383 2 2022/09/15  

MTKV08 金沢市俵公民館 N36.53437 E136.72531 224 2022/09/15 豪雪 

TMKV09 
石川県林業試験

場 
N36.43352 E136.63927 146 2022/08/25 

AC電源、コ

ンクリート 

MTKV10 
南砺市上平グラ

ウンド 
N36.38232 E136.87323 334 2022/09/16 豪雪 

MTKV11 
白山市鳥越農村

公園 
N36.32289 E136.63890 256 2022/09/16 豪雪 

 

 冬季の積雪対策として、積雪による充電不能に備えるため、AC電源駆動のMTKV09を除くす

べての観測点に100 Ahの蓄電池を追加し、データロガーの２系統目の電源として接続した。

さらに、豪雪が見込まれる６地点（表１）では、1.5〜３ｍ程度の単管パイプを脇に立てGPS

アンテナを固定し、積雪下でも時刻校正が行われるようにした。また、観測点保護のため、

単管パイプおよびコンクリート用合板（コンパネ）を用いて、合掌造り構造の雪除け防護屋

根を組み立てた。この際、積雪に耐えられる強度を確保するために、単管クランプや結束バ

ンドで十分に固定したほか、強風対策のため防護屋根の脚部を鉄棒にて固定した。 

 この積雪対策は２回に分けて実施した。まず、11月中旬に現地にすべての部材を運び込ん

で全体を組み立て、防護屋根のうちソーラーパネルを覆う部分だけを取り外した（図３）。

12月下旬に、ソーラーパネルも防護屋根で覆った。これはソーラーパネルで蓄電池を充電で
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きる期間を延ばし、冬季の観測を確実なものにするためである。実際、12月15日まで積雪は

ほとんど無かった。２回目の作業時（12月26日および27日）には、MTKV02、MTKV10、MTKV11

の積雪深は80 cmを超えていたが、観測点へのアクセスおよび防護屋根の設置は予定通り実 

 

図２ 観測点設置の様子（MTKV04 移設前）。 

  

a：20 cm 程度の穴を掘る        b：石版・モルタルで土台を作る 

  

c：地震計を固定し周囲を防水加工    d：ソーラーパネル付架台を固定 

  

e：機器箱を架台に固定         f：周囲に防護ネットを施し完成 
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図３ 積雪対策１回目完了時の様子（ソーラーパネル部分の屋根は外している：MTKV02） 

 

図４ 積雪対策２回目の様子（MTKV11）。 

 

  

a：雪に埋もれた MTKV11 観測点   b：防護屋根の追加設置作業の様子 

 
c：防護屋根設置完了後の様子 
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施できた（図４）。融雪の進んだ３月上旬に再びソーラーパネル部分の防護屋根を撤去し、

ソーラーパネルでの充電を再開した。２ｍ近い積雪となった場所もあったが、雪の重みで防

護ネットの木製支柱が傾く等の軽微な損傷はあったものの、観測に影響を与えるような重大

な損傷は発生しなかった。次年度以降も積雪対策を引き続き実施する予定である。 

 

ii) 臨時高感度地震観測網（MTKV-net）で得られた観測波形データ 

臨時高感度地震観測網（MTKV-net）で得られた地震波形の例を図５～図７に示す。ここ

では、以下の３つの地震を取り上げる。 

 Event 1：2022年9⽉18⽇6時28分にMTKV-netが分布する地域の中央部で発⽣ 

 Event 2：2022年10⽉11⽇5時23分にMTKV-netが分布する地域の南部で発⽣ 

 Event 3：2022年11⽉20⽇3時56分にMTKV-netが分布する地域の北部で発⽣ 

いずれの地震についても、震源に近い観測点ではＰ波やＳ波が明瞭である。図５～図７で

は、地震波形は概ね北から南の順に並んでいるが、Event 1は図５の中段、Event 2は図６

の下段、Event 3は図７の上段で、より明瞭な地震波形が観測されている。なお、MTKV04で

はノイズが大きいが、表１に示す通り、2022年11月22日に移設およびセンサー交換して対

処した。 

 

図５ MTKV-netで観測されたEvent 1（2022年9月18日6時28分発生）の地震波形データ。い

ずれも地動速度を記録したものである。 
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図６ MTKV-netで観測されたEvent 2（2022年10月11日5時23分発生）の地震波形データ。 

 

図７ MTKV-netで観測されたEvent 3（2022年11月20日3時56分発生）の地震波形データ。 
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b) 深層学習モデル等を用いた地震波形データ自動処理による地震の検出 

地震波形データの自動処理により、地震を検出し、その震源位置を同定した。解析する

データとしては、MTKV-netで得られたデータに加え、周辺にある国立研究開発法人 防災科

学技術研究所の高感度地震観測網（Hi-net）、気象庁の地震観測網、京都大学防災研究所

による地震観測網の観測点で得られたデータを使用した。使用した観測点の位置は図８に

示す。 

まず、EQTransformer（Mousavi et al., 2020）の学習済みモデルを使用して、各観測点

における連続地震波形データから地震を検出し、Ｐ波及びＳ波の到達時刻を読み取った。

次に、REAL（Zhang et al., 2019）を使用して、異なる観測点の間のＰ波及びＳ波の読み

取り値を同一地震のものであるとして結び付ける、いわゆるphase associationを実施し

た。最後に、hypomh（Hirata and Matsu’ura, 1987）を使用して、震源位置を決定した。 

図９に検出された地震の位置を赤色丸印で示す。比較するため、気象庁一元化処理震源

カタログで掲載されている地震の位置を青色×印で示す。いずれも、2022年９月17日から

2022年11月20日までの期間に発生した地震を図示している。図中の黒枠の範囲にある地震

は、本事業による検出結果でも気象庁カタログでも19個であった。多くの地震は共通して

いるが、一部の地震は本事業でのみ検出され、また他の一部の地震は気象庁カタログにの

み掲載されている。 

図10～図12に、Event 1、Event 2、Event 3におけるＰ波・Ｓ波到達時刻の検測結果を示

す。検測がなされた地震波形データについては、概ね良好な検測が行われているように見

える。低周波数のノイズが支配的になっているようなデータでも、高周波数のシグナルを

読み取っている様子が見られる（例えば、Event 2のN.HIMH観測点とMTKV02観測点（図11））。 

今後、地震検出と地震波検測の結果を精査し、日本のデータを使った深層学習モデルの

追加的な学習（転移学習など）によって地震検出・検測の精度が向上するかどうか検討す

る。また、検出された地震の分布や震源メカニズム解を調べる。 
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図８ 深層学習を用いた地震検出・検測を行う際に使用した観測点の位置。赤色三角形が

MTKV-net、水色四角形が国立研究開発法人 防災科学技術研究所の高感度地震観測網

（Hi-net）、緑色丸印が気象庁による地震観測網、青色下三角形が京都大学防災研究所

による地震観測網の観測点の位置をそれぞれ示す。 
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図９ 深層学習を用いて検出・検測された地震（赤色丸印）と気象庁一元化処理震源カタ

ログに掲載されている地震（青色×印）。いずれも、2022年９月17日から2022年11月20

日までの期間に発生した地震を図示している。黒色三角形はMTKV-netの観測点、白抜き

三角形はHi-net、気象庁、京都大学防災研究所による定常地震観測点の位置をそれぞれ

示す。 
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図10 Event 1（2022年9月18日6時28分発生）の地震波形データ（左から順に、上下動、東

西動、南北動）と検測結果。赤色と青色の縦線がそれぞれＰ波とＳ波の検測結果を示す。 
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図11 Event 2（2022年10月11日5時23分発生）の地震波形データ（左から順に、上下動、

東西動、南北動）と検測結果。赤色と青色の縦線がそれぞれＰ波とＳ波の検測結果を示

す。 
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図12 Event 3（2022年11月20日3時56分発生）の地震波形データ（左から順に、上下動、

東西動、南北動）と検測結果。赤色と青色の縦線がそれぞれＰ波とＳ波の検測結果を示

す。 
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c) 雑微動を用いた表面波解析 

本事業で設置した臨時高感度地震観測網（MTKV-net）とサブ３．２による臨時地震（強

震）観測（MTSV と MTSM）及び周辺の定常地震観測点（京都大学、防災科研 Hi-net、防災

科研 F-net）で得られた観測記録のうち、地震を含まない期間の振動（雑微動）を用いて

表面波解析を行なった。図 13 に各観測点の配置を示す。 

本解析では、鉛直１成分と水平２成分の計３成分を使用した。観測点ごとに使用したデ

ータの期間は表２の通りである。各観測点においてデータに欠損がある場合、欠損を含む

日付のデータは使用しないものとした。 

 

表２ 観測点ごとの使用したデータの期間 

観測点 使用したデータの期間 

MTKV-net 2022 年 9 月 20 日〜2022 年 11 月 20 日 

MTSV・MTSM（サブ 3-2 で構築） 2022 年 10 月 1 日〜2023 年 1 月 31 日 

京都大学 2022 年 9 月 20 日〜2023 年 1 月 31 日 

Hi-net 2022 年 9 月 20 日〜2023 年 1 月 31 日 

F-net 2022 年 9 月 20 日〜2023 年 1 月 31 日 

 

加速度計と速度計が混在しているため、速度計のデータは中央差分によって加速度に変

換した。１日分のデータごとに地震計のレスポンス補正を施し、50%ずつオーバーラップさ

せながら 10 分間のセグメントに分割した。セグメントごとに平均値とトレンドを除去し

てから、両端に 10%のテーパーをかけた。自然地震を取り除くため、各セグメントの二乗

平均振幅が１日の二乗平均振幅の 1.5 倍以上となるセグメントを除外した。残ったセグメ

ントデータに地震波干渉法を適用して観測点ペア間を伝播する表面波を抽出した。 

 地震波干渉法は、異なる２地点の地震計が無数の震源で囲まれている場合、観測された

データの相互相関関数を計算することで、一方を仮想的な震源、他方を受振器として観測

された疑似的な地震動データを合成する方法である。地震波干渉法は、単純な波動場を仮

定しているが（例えば、Lobkis and Weaver, 2001）、様々な現実の地震動への適用事例に

より（例えば、Shapiro and Campillo, 2004）、相互相関関数から観測点間のグリーン関

数が抽出可能であることが示されている。地震観測網や地震計アレイで観測されたデータ

を利用し、表面波の群速度や位相速度を抽出する研究が盛んであり、これらの情報を用い

て地下の S 波速度構造が推定されている（例えば、Shapiro et al., 2005）。 

本解析においては観測記録を周波数領域に変換した上で、振幅成分で正規化したコヒー

レンシーをとることで相互相関関数を計算した。さらに、得られた相互相関関数にバンド

パスフィルターを適用して、再度時間領域に変換することで観測点間を伝播する表面波を

抽出した。図 14 に結果を示す。縦軸は観測点間距離、横軸は時間である。 
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図 13 本解析で使用した観測点分布。観測網ごとに異なる色でプロットしている。 

 

 

 

図14 地震波干渉法によって得られたZZ成分の相互相関関数。左は0.15〜0.5 Hz、右は0.5

〜1.0 Hzのバンドパスフィルターを適用した結果を表す。縦軸は観測点間距離、横軸は

時間を表す。赤、青、緑の実線はそれぞれ3.0, 1.0, 0.5 km/sの伝播速度を示す。 

 



102 

 

 観測点ペアが多いため、図 14 では波の伝播が見えにくい。そこで３km ごとにビンニン

グスタックを行った。ビンニングスタックは観測点間距離が近い相互相関関数を足し合わ

せることである。ビンニングスタックした相互相関関数を図 15 に示す。0.15〜0.5 Hz に

おいて３km/s 程度の明瞭な波の伝播が確認できる。0.5～1.0 Hz においては ZZ 成分で

2.5km/s 程度の波の伝播が確認できる。 

 

図 15 ビンニングスタックした相互相関関数。各パネルの上に相互相関関数の成分と周波

数帯域を示している。縦軸は観測点間距離、横軸は時間を表す。赤、青、緑の実線はそ

れぞれ 3.0, 1.0, 0.5 km/s の伝播速度を示す。 

 

 

最後に、今回設置した MTKV-net とサブ３．２による臨時地震観測が同様に雑微動を計測

できているか確認するために、隣接している観測点（MTKV07 と MTSM08）を起点とした相互

相関関数の比較を行った（図 16）。ZZ 成分と TT 成分ともにほぼ同じ波形が得られており、

今回設置した MTKV-net とサブ３．２による臨時地震観測が同程度の水準で雑微動を計測

できていると考えられる。また、観測点間距離が 20 km 以下では 0.5 km/s 程度の伝播速

度であることがわかる。これは堆積層の伝播速度を反映していると考えられる。観測点間

距離が大きくなるとシグナルが不明瞭になることがわかる。これは観測点間距離が長いと

表面波が減衰するため、短い期間では十分なシグナルを抽出できないからだと考えられる。

今後観測データが増えることで長距離のペアにおいても表面波を抽出することが期待され

る。 
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図 16 MTKV07 と MTSM08 を起点とした相互相関関数の比較。赤と青の実線はそれぞれ

MTKV07 と MTSM08 を起点とした相互相関関数を示す。各パネルの上に相互相関関数の成

分と周波数帯域を示している。縦軸は観測点間距離、横軸は時間を表す。緑の実線は 0.5 

km/s の伝播速度を示す。 
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2) 森本・富樫断層帯周辺における既往応力情報の収集・整理 

a) 全国内陸部ストレスマップによる応力場の概観 

全国内陸部ストレスマップ（Uchide et al., 2022）から森本・富樫断層帯とその周辺の

地域を抜き出して、応力場を概観した。図17に水平主圧縮軸の方位を示す。当該地域では、

水平主圧縮軸は概ね南東－北西方向を向いており、森本・富樫断層帯の地表断層はそれに

ほぼ直交する方向を向いている。図18には、応力軸の方向をいわゆるビーチボール形式で

描画したものを示す。当該地域の応力場は、逆断層を発生させやすいような場になってい

ることがわかる。 

 

 

 
 

図17 全国内陸部ストレスマップ（Uchide et al., 2022）による水平主圧縮軸方位の分

布。緯度、経度ともに0.2度ごとに応力軸方位が推定されている。棒の向きと色がいずれ

も水平主圧縮軸方位を示している。茶色線は中田・今泉（2002）による地表活断層の位

置を示す。 
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図18 全国内陸部ストレスマップ（Uchide et al., 2022）による応力軸の方向をいわゆる

ビーチボール形式で示した。色は断層タイプ（Shearer et al., 2006）に応じてつけた。

茶色線は中田・今泉（2002）による地表活断層の位置を示す。 

 

 

(c) 結論ならびに今後の課題  

森本・富樫断層帯周辺に、既往高感度地震観測網を補完するよう、11 点の観測点からな

る臨時高感度地震観測網（MTKV-net）を 2022 年９月に構築した。積雪期対応、連続地震観

測データの蓄積を行った。これにより、これまで約 20 km 間隔であった観測点密度が約 10 

km 程度に高まった。ただし、観測網の構築範囲が広い（南北約 50 km、東西約 20 km）た

め、森本・富樫断層帯周辺で発生する微小地震の明瞭な波形が記録されるのは、MTKV-net

のうち数カ所にとどまることがある。地震活動が低調な当該地域においては、微小地震の

発震機構の信頼性向上が重要であり、観測点密度をさらに高めることが課題とも言える。 

2022 年 11 月までの約２ヶ月間の MTKV-net データおよび同期間の既往地震観測網の連

続地震観測データを用いて、深層学習を活用した地震検出を試行した。使用した学習モデ

ルは海外の地震データから構築されたものであるが、森本・富樫断層帯周辺において気象

庁カタログと同数の地震を検知できた。今後は、観測データの蓄積に応じて地震検出と地

震波検測を引き続き実施するとともに、結果の精査、ならびに日本のデータを使った転移

学習などによる地震検出・検測の精度向上の検討が課題である。 

森本・富樫断層帯周辺の連続観測データ（MTKV-net、サブ 3-2 の加賀平野内連続観測デ

ータ、および既往地震観測網データ）を用いて、当地域における雑微動解析による表面波

の抽出試行を実施した。その結果、地震基盤に対応すると考えられる伝播速度３km/s 程度
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の波群の伝播、加賀平野内の堆積層に対応すると考えられる伝播速度 0.5 km/s 程度の波

群の伝播を確認することができた。今後はより長期間のデータを用いた解析および速度構

造の推定が課題である。 

森本・富樫断層帯周辺の応力場の既往情報として、全国内陸部ストレスマップの情報を

収集した。当該地域では水平圧縮軸は概ね南東―北西方向であり、森本・富樫断層帯に逆

断層運動を発生させやすい場であることが確認された。今後は、発震機構解の蓄積による

地殻応力場の精緻化、ならびに、深部断層形状と組み合わせた断層すべり方向解析が課題

である。 
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のデータを利用しました。雑微動解析においては、防災科学技術研究所のHi-netおよびF-net、
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